




2015 年 4 月 3 日，政府は「農業協同組合法等の一部を改正する等の法律案」を閣議で決定し，
第 189 回通常国会に提出した。同法案は，6 月 30 日に衆議院を通過し，8 月 28 日には参議院




















の動向と課題」日本農業法学会『農業法研究』第 50 号，農山漁村文化協会，2015 年，行友弥「農業委員会
制度の見直しについて―「農地の番人」はどこへ向かうのか―」農林中央金庫『農林金融 2015.7』通巻 833 号，




































2）   　全国農業会議所『農業委員会制度 30 年史』1985 年，p.15-17，参照。




4）  　農林水産省経営局農地政策課資料「1 農業委員会制度の概要」2014 年 12 月 16 日，参照。
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別表　　農業委員会制度と農地制度の動向（年表）





























1980 農業委員会法改正（「農地三法」制定） 1980 ・農用地利用増進法制定，農地法改正





















































「農協」）組織も巻き込んで，以下に述べるような第 1 次および第 2 次団体再編が行われること
となる。
第 1 次団体再編の背景は，第 1 に，政府が農政浸透機能を備えた農業団体を必要としたこと，































第 2 次再編では，大幅な団体再編はみられず，1957 年の農業委員会法改正と農協の営農指導
体制の整備・強化措置で決着することとなる。改正農業委員会法では，農業委員会について，
5）   　農林水産省『農業団体制度の改正顛末』御茶の水書房，1954 年，p.3-18，参照。
6）  　前揚『農業委員会制度 30 年史』，p.44-62，参照。
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第 1 項），②法令業務以外の任意業務（同法第 6 条第 2 項），③農業・農民に関する事項につい















地法第 3 条）や転用規制（同第 4 条，5 条），農業生産法人の要件確認と指導（同第 6 条），農



















































































































































































ところで，農業委員会の動向をみると，発足当初は全国で 11,000 を超えていたが，1950 年
代なかばの町村合併を機に大幅に減少し，以降は漸減基調にある。たとえば，1965 年，農業
委員会数は 3,450，農業委員数は 74,593 人，職員数は 13,647 人であったが，1990 年には農業
委員会数は 3,272，農業委員数は 62,524 人，職員数は 11,184 人へと漸減している。そして，平
成の市町村合併を経て 2012 年現在，農業委員会数は 1,710，農業委員数は 35,738 人，職員数
は 7,755 人へと大幅に減少している。なお，平均的な農業委員会組織は，2013 年現在，農業委












































一方，1997 年の地方分権推進委員会第 2 次報告（「分権型社会の創造」）は，農業委員会組
15）  　農業委員会系統組織（全国農業会議所）は，2001 年以降，第 1 次から第 5 次にわたって「農委組織活動






















2015 年農業委員会法改正の基点は，第 2 次安倍内閣の成長戦略立案のために設置された「産
業競争力会議」や「規制改革会議」における議論である。とくに「規制改革会議」は，農業の
成長産業化を推進するうえで支障となる制度・規制の取扱について検討するとして，「今後の
農業改革の方向について」（2013 年 11 月），「農業改革に関する意見（農業ワーキンググループ）」
（2014 年 5 月）を相次いでとりまとめた。これらを受けて，「規制改革に関する第 2 次答申」（2014
年 6 月 13 日，規制改革会議）が提示されるとともに，「農林水産業・地域の活力創造プラン」（2014





































16）  　『日本農業新聞』2015 年 3 月 13 日付，『全国農業新聞』2015 年 5 月 1 日〜 6 月 19 日付（「ここが変わる農






























































































Transition of the Agricultural Committee System  
and its Current Problematic Situation
Toshio ONISHI
Abstract
The Agricultural Committee Act was amended in August 2015. The purpose of this paper 
is to present a thorough discussion of the transition of the agricultural committee system 
and the problems it faces at present.
  First, it explains the transition since its conception, the background at the time, and the 
characteristics and significance of the agricultural committee system, which has played a 
role in farmland administration since World War II. Second, it examines the main points 
and implications of the recent amendment of the act and discusses its current problematic 
situation, including the present requirements of the agricultural committee system.
